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要旨: 遠州灘沿いに立地する地形や幹線交通網等に特徵のある地区において、過去の災害時の災害対応・復旧の実態を把握
し、地区が有していた災害対応の素地を把握した。さらに地区内の変容を把握し、現在想定される南海トラフ地震に
伴う津波に対する地区の災害対応のあり方に関する課題を抽出した。更に地区を孤立型、連携型、原発被災型に分類
し、復興デザインにおける越境政策の可能性と課題について整理を行った。 
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1. はじめに 
 遠州灘沿いの地域は、南海トラフ巨大地震とそれに
伴う巨大津波により、甚大な被害が発生することが懸
念されている。また、この地域には、東海道新幹線や
東名高速道路などの日本を支える幹線交通ネットワー
クが通過しており、被災時の影響は全国に及ぶことが
想定され、その復興あるいは、事前復興のためには多
自治体・地域間が連携した越境地域での政策が不可欠
となる。 
 一方、東日本大震災からの復旧の際には、「櫛の歯作
戦」と呼ばれる国主導の広域的な道路啓開や、県レベ
ルでの防潮堤高さの提示など、幾つかの事象において、
自治体や地域の枠を超えた政策が検討・実行された。
しかしこうした政策の多くは、国や県が政策を実行し
てはいるものの、自治体の連携によって実現したもの
ではなかった。 
 一般に災害が発生すると、地域は被災、緊急対応、
復旧、復興、そして平時および事前復興という段階を
経験する。このうち、復興の段階では、災害の規模や
頻度、当該地域の状況、技術や制度の変化をふまえ、
総合的な災害対応を取ることで防災性を向上させると
ともに、被災前の姿に戻す復旧ではなく、生業と生活
を支える機能を持つことで、価値を生み、維持する地
域として復興することが求められる。筆者らは、以上
の二点を実現させる取り組みを「復興デザイン」と捉
える。 
本稿では、遠州灘地域を対象とし、今後発生が懸念
される南海トラフ巨大地震津波からの復興デザインに
関して、自治体や地域をまたがった越境政策の課題や
可能性に示唆を与えることを目的とする。 
 
2. 研究の手法 
 本稿では、災害対応を「共同体による、災害に対す
る地域社会中の物的環境や社会的環境を駆使した対処」
と定義し、研究の視点とする。地域の防災力向上にあ
たっては、その地域における災害対応のあり方につい
ての理解が必要であると考えられる。 
 この災害対応は、同一地域においても災害の質や規
模により異なる形で発現する。大規模地震・津波等の
低頻度災害では、被災の間に地域が大きく変化するこ
とが想定されるため、特に次回の被災における災害対
応の発現について想定・評価することが困難である。 
 そこで、さらに「地域社会における物的環境と社会
的環境及びその関係性にある災害対応に寄与又は阻害
する要素の総体」を「災害対応の素地」と捉え、これ
を通して、「災害対応」の理解を図る。 
 災害対応の素地の理解にあたっては、文献調査やヒ
アリング調査により、地域が経験した過去の災害とそ
の際の対応の様子・復興の実態を把握することで、地
域社会にもともと根付いていた災害対応のあり方につ
いて把握した。続いて、各地域における現代に至るま
での物的環境と社会的環境の変化を把握することによ
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り、災害対応の素地にどのような変化があったのかを
明らかにし、想定される南海トラフ巨大地震津波から
の復興デザインに向けた課題を抽出し、越境政策の可
能性・課題について考察を行った。 
 
図 1 災害対応のイメージ 
 
3. 災害対応の素地の理解 
(1) 遠州灘の特性と地区の分類 
 遠州灘沿いには、近世以降に江戸と京都を結ぶ東海
道が整備された。明治時代になると鉄道東海道線、高
度経済成長期には東名高速道路、東海道新幹線が整備
され、東京、名古屋、大阪と言った大都市間を結ぶ交
通網が発達している。また、これらの交通網を活かし、
田畑の宅地化や工場地化している地域も多い。 
 
 
図２ 遠州灘の全体像と主要な交通網 
 
 遠州灘沿いでは、産業や人口規模などに多様な特徵
を有する地区が分布している。この特徵の多様性を規
定する要因として、①集落の位置と地形、②交通動線
との関係が挙げられる。 
 遠州灘沿いには多様な海岸地形が存在する。天竜川
以東においては、天竜川が運ぶ土砂により砂丘が発達
し、海岸線の利用に影響を与えている。一方で、西部
の渥美半島では海食崖が発達している。 
 東海道新幹線や東名高速道路といった幹線交通ネッ
トワークとの近接性により、選択可能な産業の種類や
開発圧力に違いが生じるものと考えられる。例えば、
国道 1 号線や東海道線などに近い浜名湖口周辺の地域
では、工場立地が進み、近年まで宅地開発が進んでい
る。一方で、交通網から遠い渥美半島の先端付近では
農業が主要な産業となっている。 
 以上を踏まえ、幹線交通網から遠く、低平地で農業
が中心である愛知県田原市堀切地区、交通網に近接す
る低平地である静岡県湖西市新居地区、砂丘が発達し、
幹線交通網から遠い静岡県御前崎市浜岡地区をモデル
として、災害対応の素地について分析を行う。 
(2) 災害対応の素地とその変化 
① 愛知県田原市堀切地区 
 堀切地区は、渥美半島の西端付近に位置し、標高５
ｍ〜10ｍの砂地上集落で、戦前までは地曳網が盛んで
あった。幹線交通ネットワークからは遠い関係にある。 
 日常的に、強風や塩害の影響を受けており、地区内
では屋敷林や防風林などが発達している。 
 過去の大規模な災害としては、1854（安政元）年に
発生した安政地震津波がある。この津波被災時には、
地曳網の見張りと、更に前回の津波被災を契機として
高台移転した神社が、津波の早期発見や避難に有効で
あったとされる。 
 
図３ 明治 23 年頃の堀切地区の集落範囲 
※大日本帝國陸地測量部「二万分一地形圖 伊良湖岬 1893 年」を基に筆者作成 
 
 復旧にあたっては住民による土堤・防潮林の強化、
居住地の砂浜付近から城山山麓への移転などが行われ
た。図 3 は安政地震津波の被災範囲と復旧後の集落の
凡その位置を示したものである。復旧後も比較的海岸
線に近い位置に立地していることがわかる。これは、
土壌の悪い後背低湿地が存在していたこと、また当時
の主要な生業であった地曳網における優位性を担保す
るため、居住地が限定されたことによると考えられる。 
 以上のように、堀切地区では地曳網と生業と地形の
愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 201620
  
関係性をベースとして災害対応の素地が形成されてい
たと考えられる。 
 明治以降から戦前にかけては、地曳網とともに養蚕
が発展したが、ともに戦後になり衰退した。昭和 30
年以降、農業用水の整備などが進んだことから、施設
園芸農業が発展した。この間、地区内にはビニールハ
ウスや重油タンク等の園芸施設が増加していたが、居
住地の範囲や街路構成に大きな変化は見られない。一
方で、県により海岸沿いの防潮林等の整備が進められ
た。 
 堀切地区においては、津波などの災害に対して、生
業を前提とした居住地の選択と避難による対応が想定
されてきたが、生業に変容が発生していること、それ
に伴い、地区内空間にも重油タンクといったリスクと
なりうる要素が発生していることを踏まえた対策が必
要である。 
② 静岡県湖西市新居地区 
 新居地区は、浜名湖西岸の低平地に位置し、江戸時
代までは、東海道新居宿、新居関所が置かれ、交通の
要衝となっていた。明治時代以降は東海道線や国道一
号線が整備されるなど、大幹線が集中している。 
 過去には、大規模な災害に複数回見舞われている。
代表的なものとして、1699（元禄 12）年の高潮被害、
1707（宝永 4）年の大津波がある。これにより宿場町
が浸水し、壊滅する被害があった。これらの災害から
の復旧においては、宿場町を移転し、丘陵部の土砂を
低湿地に埋め立てているほか、 多くの寺院や神社が後
背の斜面地の安全な場所に築造した。新居地区では、
社会的要請から宿場としての機能が維持可能な範囲で、
居住地や市街を限定し、また宿場内においては安全性
を高めるための空間改変が行われたものと考えられる。 
 明治時代となり、宿駅制が廃止されて以降は、宿駅
である事による市街地の密度の高さを解消することを
主な目的とし、宿駅の北東部の公有水面を中心として、
埋立による市街地の拡大が盛んに行われるようににな
った。旧新居町面積は 1907（明治 40）年には 8.3km2
であったが、1940（昭和 15）年には 10.9km2 に拡大し
ている。 
 1953（昭和 28）年 9 月の台風 13 号により、浜名湖
口（今切口）が一挙に 800ｍほどに渡り切開され、湖
岸全体の堤塘がほとんど壊滅状態となった。これを受
けて、今切口の新居地区側には、延長 720ｍ、高さ 7
ｍの防潮堤を築造し、500m の導流堤も築造すること
で、今切口の幅を 200ｍに維持、固定化を図った。 
 
図４ 新居地区における市街の拡大 
※大日本帝國陸地測量部「地形圖」、国土地理院地形図などを基に筆者作成 
 
 昭和 30 年代以降になると、南部低未利用地における
工場誘致、排水工実施や街路基盤整備による南部低未
利用地等の宅地化・農地化が進み、近年には工場跡地
における住宅開発が行われている。 
 現在は、湖西市内に 248 事業所が立地しているが、
輸送用機械集積率が高い名古屋市や豊田市や自動車輸
出港との関係が深くなっている。また、こうした工場
勤務者を中心に、浜松市や豊橋市からはそれぞれ約
15,000 人程度の昼間人口の流入がある一方で、両市の
ベットタウンともなっている。 
 新居地区では、宿場として発展した時代には、宿駅
機能の維持を前提とした、避難と重要施設の保全によ
る災害対応が想定されていたが、その後、大規模土木
工事による対策が進められている。土地利用や住宅等
の立地の変化に伴い、津波や高潮に対するリスクが拡
大していることを踏まえた検討が必要となる。 
③ 静岡県御前崎市浜岡地区 
 浜岡地区は、砂丘が卓越しており、また東部は海食
崖、北部には牧之原台地が発達している。浜岡地区で
は、砂地性の農業が主な生業であった。東海道など主
要ネットワークとは遠く、東側に位置する御前崎港が
交易に重要な役割を果たしている。 
 日常的には、砂丘の影響で、飛砂被害が大きく、飛
砂防止用の「そだ」の設置やクロマツ植林を行ってき
た。このことにより、黒い人工砂丘が形成され、砂の
移動を抑制している。このほか、強い西風に対して、
各住宅などは屋敷森・防風林を設けるなど、敷地単位
で対応を図っている。一方で、集落は高所に立地して
いることで、過去に津波など大きな水害に見舞われた
ことはない。 
 中部電力浜岡原子力発電所が立地する以前は、スカ
や密度の低い土地利用に大きな変化は見られなかった
が、原子炉立地審査指針の原発立地に関する三大条件
である、冷却水の確保、硬い岩盤、広い土地を満たし
ていたとされ、1970（昭和 45）年に一号機の設置が許
可された。 
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 1974（昭和 49）年の電源三法の施行以降は、原発の
立地に伴う電源立地推進対策交付金や、原発の固定資
産税を資金とし、地域振興が図られた。道路や上下水
道などのインフラ整備、公共施設などの整備等が実施
され、大規模な空間改変が行われた。また、産業構造
が変化したことに伴い、市街地が拡大した。 
 
図５ 浜岡地区における市街地の拡大 
※大日本帝國陸地測量部「地形圖」、国土地理院地形図などを基に筆者作成 
 
 こうした市街地の拡大の間、東海地震説（石橋克
彦,1976）や、1986（昭和 61）年のチェルノブイリ原
発事故など、原発被災という新しいリスクを認識する
契機は数回あったものの、施設内部以外で、対策はな
されていない。一方で、1978（昭和 53）年に県が東海
大地震の被害想定を発表した。翌年には、浜岡町の地
区ごとに自主防災組織が組織され、東海大地震を想定
した防災訓練が行われている。 
 浜岡地区では、強風や飛砂など頻度の高い日常的な
リスクに対して、さまざまな工夫により対応し、また
大規模な高潮や津波などに対しては、集落の高所立地
により対応を行ってきた。近年は原発立地などにより
市街化が進んだものの、地区内で災害対応のあり方に
大きな変化は見られないが、原発事故の発生により、
災害リスクの質自体が変化し、これまでの災害対応の
素地では対応出来ない事態の発生が懸念される。 
 以上のように、遠州灘沿いの地域では、地形、生業
の特徵とその変化、日常的なリスクが多様に存在して
いる。これらのリスクに対しては各地区が個別に対応
することで、それぞれの地区において空間的な特徵を
形成する一因となっている。また、過去に発生した低
頻度大規模災害に対しても、それぞれの地区および自
治体単位での対応が行われてきたおり、いわゆるレベ
ル１で想定される地震津波災害に対しては、原発被災
を除いて、個別の地区での対応が重要となると考えら
れる。 
表１ 地区毎の災害対応の素地とその変化 
 
 
4. 大震災以降の新想定とその対応 
(1) 堀切地区 
 東日本大震災後の地震津波被害想定とそれに伴う自
治体の防災計画や地区の防災活動について比較する。 
 東日本大震災後、2012（平成 24）年 8 月に、国の中
央防災会議により、南海トラフ巨大地震による津波高、
浸水域及び被害想定が示された。 
 堀切地区においては、従前、防潮堤等により対応可
能とされていたが、最大津波高 22m と想定が更新され、
地区内のほぼ全域が浸水とされた。 
 これを受け、田原市では、堀切地区を含む避難対象
地区ごとに避難計画の策定を行った。計画の策定にあ
たっては、住民による避難ワークショップの実施が行
われた。また市は避難マウンドや避難所を充実させる
計画としている。また、緊急輸送道路の閉塞が発生し
た場合に孤立する地区として抽出された。堀切地区に
おいては、小学校や町内会を中心として避難訓練や、
避難経路の整備が実施されるなど、住民を主体とした
防災活動が芽生えている。 
 当地区では新想定に対しても、被災直後は主にこれ
までの物的環境を活かした地区内での災害対応が想定
されている。大きな被害を受けた場合には、過去の居
住地選択の前提となった生業が大きく変容しているこ
とやネットワーク・他地域との関係が薄いことを前提
とした、計画が必要と考えられる。 
(2) 新居地区 
 新居地区においても、東日本大震災後、最大で従前
の想定の 2 倍を超える約 15ｍの津波が襲うとされ、犠
牲者は最大 4,300 人に上ると想定された。 
 これを受けて湖西市では、避難対象区域を定め、自
治会・町内会ごとの避難計画を策定した。この中では、
基本的な避難は高台へ、時間内に高台に避難できない
地区は津波避難施設へ避難する計画となっている。ま
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た、津波避難施設空白域の解消が必要となっており、
避難マウントや津波避難タワーの設置検討が進められ
ている。また、静岡モデル推進検討委員会では、津波
浸水区域内には国の社会・経済活動を支える重要施設
等が立地していることに触れ、被災した場合に広範囲
での致命的なダメージの恐れがあるとしている。さら
に、市では津波防災における浜松市側との協調し、防
潮堤設置による隣接市町村への影響を検証するなどし
ている。 
 当地区では、過去の復興時よりも市街地が拡大した
ことに伴い、避難施設の整備や避難計画の充実を図る
ことが必要である。また、周辺地域やネットワークと
の関係が深い当地区では、住宅地や産業用地の立地な
どに関して、他地域と協調した計画や対策が求められ
る。 
(3) 浜岡地区 
 浜岡地区においては、最大津波高が 22ｍと想定され
るも、高所に立地する市街地は浸水が少ないと見込ま
れている。しかし、浜岡原子力発電所の敷地内は浸水
が予測されたため、2011 年以降に防波壁の設置等によ
る浸水防止対策や冷却機能の確保など緊急時対策の強
化などが実施されている。 
 御前崎市は 2015（平成 27）年 3 月に御前崎市地域防
災計画「原子力災害対策編」を策定した。この中では、
事前、緊急時、中長期的な対応について記載されてい
る。 
 また、静岡県および御前崎市を含む 11 市町を対象と
した地域防災計画に基づき、県が原子力災害広域避難
計画を策定し、御前崎市は原子力事故発生後、影響の
有無に拘らず全域が避難対象とされた。原子力災害単
独で被災した場合には、浜松市への避難が定められて
いる一方で、浜松市も被災するような大規模災害との
複合被災が発生した場合に向けて、甲信地方への避難
が協議されている。 
 当地区においては、津波被災のみであれば、十分に
これまでの物的環境を活かし、災害対応可能であるが、
原発事故が発生した際に、広域的な避難を含めた越境
的な対応が必要となる。 
 遠州灘全体での災害への対応を検討すると、新居地
区で見られたような、広域インフラや防潮堤などの海
岸保全に関する考え方の統一や連携を図っていく必要
性がある。 
 
 
5. まとめ 
(1) 復興デザインから考える類型化 
 ここまでの分析をもとにし、災害と他地域との関係
による地区の分類を行った。 
 主に津波による被災が想定される地域のうち、堀切
地区のように当該地区の被災の状況が、他自治体・地
域の被災度や復旧過程において影響の少ない地区を
「無縁型」、新居地区のように、他自治体・地域の被災
度や復旧過程に影響を及ぼす可能性が高い地区を「連
帯型」とした。また、浜岡地区のように原子力災害が
発生し、居住困難になるほどの放射能汚染が懸念され
る地区は「原発被災型」とした。 
(2) 復興デザインにおける越境政策への課題 
 越境政策が必要となる地区類型と被災してからのフ
ェーズを検討する。 
 主に津波被災が想定される地区において、被災時の
対応に関しては、無縁型、連帯型ともに原則的には地
区が形成してきた災害対応の素地を基に対応する必要
がある。フェーズが復興段階に移ると、無縁型では、
当該地区の復興のあり方が周辺の自治体や地域へ影響
を与えることが少ないため、当該地区の共同体が居住
地などを選択することが望ましい。それを可能にする
ために、自治体又は上位行政によって、必要な選択肢
が提示されることが求められる。 
 
表２ 地区類型と越境政策の可能性 
 
 
 一方で、連帯型ではインフラの復旧状況、周辺自治
体や地域との関係にもとづき復興の姿を決めていくこ
とが望ましく、複数自治体や地域にまたがる越境的な
調整、取り組みが不可欠となると考えられる。また、
事前復興の段階においても、連携型では隣接自治体や
地域との関係性、調整が必要となる。これに加えて無
縁型も含めて、同様の災害リスクに晒されている遠州
灘沿いの他地域の知見を活かした政策も有用となると
考えられるため、自治体や地域間が連携して知見の共
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有や蓄積を図っていくことが望ましい。 
 原発被災地域では、被災した時点で、他自治体への
越境を含めた広域的な避難が必要となる。その後の避
難や復興の過程においても、長期避難や帰還困難とな
った場合に備えて他地域・自治体との連携が必要とな
るとともに、上位自治体による広域的な政策の提示が
必要となる。また、これらは、事前復興の段階におい
て複数自治体間の連携のもとに議論調整されている必
要がある。 
(3) おわりに 
 最後に、本研究で得られた知見や今後の課題等につ
いて言及する。 
① 本研究で得られた知見 
 生業・土地利用・立地などで異なる災害の種類およ
び他地域・自治体との関係性の整理、分析を行ったが、
復興におけるフェーズごとに越境政策の必要性の有無
が規定されると言える。 
② 復興デザインにおける越境政策の可能性 
 遠州灘沿いには特徵が類似する地域が存在する。こ
れらは災害対応の素地の変容を共有しているといえ、
こうした複数の地域間で、越境的に災害対応に関する
知見を共有することで、事前復興に有効となると考え
られる。 
 また、湖西市において防潮堤の整備による隣接自治
体に対する浸水被害の影響について分析を行った事例
のように、単独の自治体の対策が周辺自治体の復興に
及ぼす影響の検証を遠州灘沿いにおいては越境して実
施していくことが重要と考えられる。 
③ 越境政策と今後の研究の課題 
 今回調査を行った事例は、遠州灘沿いの地域の一部
でしかなく、これらにより導出された類型に当てはま
らない地区が存在するのも考えられる。こうした類型
以外の地区についても今後考察を実施する必要がある。
また、例えば、津波による被害が想定されにくい遠州
灘地域の後背地域など、遠州灘地域以外の地域との間
に見られる影響や越境政策のあり方についての検討も
今後実施していくことが求められる。 
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